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気候は危機にあり，人々の生命や生活基盤などの基本的人権への現実の脅威となって
いる．世界は平均気温の上昇を 1.5 ℃に抑える決意を確認したが，そのための残余
のカーボンバジェットはわずかである．世界では目標の引上げや対策強化を求めて市
民や NGO が気候訴訟を提起し，国や企業に対応の強化を命じる裁判例も現れている．
しかし日本では，市民の司法へのアクセス権さえも認められていない．
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1　気候変動とその被害

（1）危険な気候変動による被害
近年，既に気候は危機にあるとの認識が広

がっている．世界各地で生命を脅かす熱波，
山火事，極端な豪雨による洪水や土砂災害，
台風の巨大化・高潮被害など気候災害が頻発
し，激甚化している．日本でも 2018年の夏
の熱波と九州や西日本を襲った豪雨災害では，
死者が 1282人に及び，数千の住まいや生活
基盤が失われ，被害額は 4兆円を超え，同年
の世界第 1位の気候災害とされた 1）．気候変
動は日本においても，人の生命や健康，生活
基盤に係る問題，即ち，古典的な意味での人
権問題ととらえられつつある．
地球の平均気温は産業革命前から 1.15 ℃

上昇しており 2），今後も温暖化が進むことが

確実で，二酸化炭素 CO2 などの排出が続く
限りこれらの極端気象現象はさらに激甚化し，
出現頻度も増し，ひいては後戻りできない
テッピングポイント（tipping point）にも至
ると指摘されている．大気中の CO2 などの
温室効果ガス（GHG）の濃度を安全な水準
で安定化させ，破滅的な気候危機を回避する
ためには，早期に CO2 など GHG の排出を実
質ゼロとしなければならない．

（2）気候変動の影響に脆弱な地域・人々
この気候変動の深刻な影響は，世界のすべ

ての国や人々に同時に，また等しくもたらさ
れるのではない．気候変動枠組み条約第 26
回締約国会議（COP26，グラスゴー，2021
年）の首脳級会議でカリブ海の島国バルバド
スのモトリー首相は「1.5 ℃目標は私たちが
生き延びるために必要．2 ℃は死刑判決」と
各国に削減目標の引上げを迫った．海面上昇
による国土の喪失に直面している小島しょ国
や適応のしようもない旱ばつや洪水に曝され
ている南の貧しい国や地域の人々は，既に
深刻な被害下にある．パキスタンは 2022年
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6月から続く豪雨と氷河の融解の加速によっ
て国土の 3分の１が水没し，1200人余が死
亡し，100万戸を超える家屋が流され，3000
万人が被災したと伝えられる．現在の温暖化
にほとんど責任を負っていない彼らの被害を
誰がどのように償うのであろうか．先進国で
も限られた裕福な人々は被害を回避し，また
回復することができるが，低所得者など少な
からぬ人々は水害等が予測される場所で生活
しており，被災すればすべてを失うことにな
る．現在社会の不公正や不正義，COVID-19
世界流行で見られた被害の階層的構造はその
まま，気候変動の被害の姿でもある．

（3）高まる次世代からの声
さらに，気候変動の影響は将来，確実によ

り激甚化することから，現在の子どもたちは
人生を通して，強まる影響下をより大きな制
約のもとで生きていくことになる 3）．グレタ・
トゥーンベリは COP24（ポーランド・カト
ヴィツエ，2018年）の閉幕会議で各国代表
団たちに，科学の声を聞き，子どもたちへの
責任を果たすよう訴えた．その声はすぐさま
世界の若者世代で共有され，自らの将来を南
の人々の現在に重ねつつ，「気候正義（climate 
justice）」を求める声となって広がっている．

2　科学からの警告─予防原則の重要性

1988年に世界気象機関（WMO）と国連
環境計画（UNEP）が共同で気候変動政府間
パネル（IPCC）を立ち上げ，国連が気候変
動問題に正面から取り組むようになって 30
年余が経過した．大気中の CO2濃度の上昇
が観測され始めたのは 1950年代であるから，
さらに 30年余の科学的研究の前史がある．

IPCC は 1990年に第 1次評価報告書（FAR）
を公表し，このまま排出が続けば生態系や人
類に重大な影響を及ぼす気候変化が生じるお
それがあると警告したが，30年を待たずに
現れた被害の現状は科学者らの想定を超えて

いるのかもしれない．
IPCC は第 6次に至る評価報告書と多くの

特別報告書を公表し，それぞれ「政策決定者
のための要約」を提供してきた．「要約」は
各国政府代表も参加した会合で採択される．
第 5次評価報告書第 1作業部会（AR5WG1，

2013年）は「地球温暖化が気候変動をもた
らしていること」は疑う余地がないとし，同
第 6次評価報告書第 1作業部会（AR6WG1，
2021年）は「人間活動が地球温暖化をもた
らしていること」は疑う余地がないと断言す
るに至った．温暖化懐疑論もなお流布されて
いるが，イベント・アトリビューションとい
う統計的手法によって，個々の極端な気象現
象と地球温暖化との因果関係も証明されるよ
うになっている 4）．

AR6WG1は，67%の確率で気温上昇を1.5℃
に抑えるための地球全体の今後の CO2排出
可能量（残余のカーボンバジェット（炭素予
算））は 4000億トン（現在の排出量の 10年
分程度）に減少しており，1.5 ℃の上昇に抑
えるには 2030年までに世界の排出量をほぼ
半減させ，2050年までに排出を実質ゼロと
する必要があると指摘している．私たちに残
された時間は少ない．

3　気候危機を回避するための国際枠組み

（1）気候変動枠組み条約から京都議定書へ
日本は多くの深刻な被害をもたらした激甚

な公害の経験を有し，その損害賠償と環境改
善の努力も続けてきた．しかし，オゾン層破
壊や地球温暖化といった地球規模の環境変
化が引き起こす影響，とりわけ長寿命の CO2

による深刻な影響は，現実の被害をもたらす
段階になってからでは手遅れとなりかねない．
気候危機を回避するための国際枠組みの構築
とその確実な実施の重要性はこの点にある．

FAR の警告を受けて，1990年 12月に国連
総会で，気候変動枠組み条約交渉会議が設置
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され，1992年 7月の「地球サミット」の開
催直前の同年 5月の国連総会で気候変動枠
組み条約が採択された．地球サミットで署名
が始まった条約は文字通り「枠組み」条約で
あったが，気候の安定には大気中の CO2 な
どの濃度を安定させる必要があること，危険
な気候変動の回避は世界共通の責任であるが，
世界の 20%の人口の先進国が世界の CO2 の
60%を排出しており，その歴史的排出量も
踏まえ先進国（経済移行国を含め 40 ヵ国）
が先に排出削減に取り組むべきとの「共通だ
が差異ある責任原則」や「予防原則」など，
基本骨格が盛り込まれていた．「枠組み」を
まず合意し，これを強化していく手法は，オ
ゾン層保護のためのウイーン条約（1985年）
とモントリオール議定書（1987年）の経験
を生かしたものである．
京都議定書（1997年）は先進国の法的拘

束力のある国別削減目標（2008年から 2012
年の間に先進国全体で 90年比 5.2%）を盛
り込み，CO2排出削減の時代への転換点とは
なった．だが，日本は議定書に盛り込ませた
森林吸収分の計算方法の解釈などで抵抗し
た．米国ブッシュ政権の議定書からの離脱を
受けて，EU が日本の要求を受け入れること
で 2001年に日本は EU とともに批准し，ロ
シアとカナダも批准して議定書は 2005年に
発効した．その結果，日本国内では，CO2 の
目標は 1990年比 +0.6%とされ，地球温暖化
対策推進法でも 2021年改正時まで「排出削
減」ではなく，「排出抑制」とされるにとどまっ
た．
世界の排出量も増加が続き，途上国での被
害に加え，2002年に欧州の熱波で 3万人が
死亡するなど，気候異変が顕在化し，このま
までは産業革命前から 4 ℃の気温上昇がも
たらされるとの懸念が高まった．だが，米国
と中国など主要途上国を含む新たな枠組み交
渉は難航し，COP15（2009年）は失敗に終

わった．転機となったのは，COP16（2010年）
カンクン合意で，世界の平均気温を産業革命
前から 2 ℃を超えないとの温度目標が確認
されたことである．そして，AR5（2013年）
で世界の産業革命以来の CO2 の累積総排出
量と地球の平均気温の上昇がほぼ比例関係
にあり，2 ℃目標のための残余のカーボンバ
ジェットが当時の世界の排出量の 28年分し
かなく，温度目標の実現には今世紀後半中に
は CO2 の排出を実質ゼロとする必要がある
ことが明らかにされた．世界はここから，パ
リ協定の採択に向けて動き出した．

（2）パリ協定・グラスゴー気候合意へ
こうした経緯を経て，COP21（2015年）

で，世界の平均気温の上昇を産業革命前から
2 ℃を十分下回り，小島しょ国の強い要請に
よるものだが，1.5 ℃に抑える努力をするこ
とを目的とするパリ協定が採択された．
パリ協定採択の背景には，米国のオバマ政
権の指導力と中国のCO2排出量が米国を抜き，
1位となるという国際情勢の変化に加えて，
2011年の福島原発事故が世界で再生可能エ
ネルギーの普及を加速させたことがある．太
陽光発電のコストが急速に低減し，脱炭素エ
ネルギーへの移行に経済合理性が生まれ，米
国にトランプ政権誕生を懸念した国際社会は，
翌 2016年にパリ協定を発効させた．米国で
はブッシュ政権時代に石炭火力の新設計画が
進められたが，シエラクラブが訴訟で対応し，
多くの事件で勝訴しており，石炭火力は減少
し，再エネ拡大が進んでいる．

2018年の IPCC1.5 ℃特別報告書は 1.5 ℃
上昇でも深刻な影響があり，2030年にほぼ
半減させ，2050年に実質排出ゼロとする必
要性を提示し，これを機に，世界の主要国や
ビジネス界からも 2050年カーボンニュート
ラルを宣言する動きが加速した．
しかし，米国，中国，インドを含めすべて

の国が排出削減目標を提出し，実施すること
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は義務とされたが，中身は各国が自ら策定す
るという仕組みである．各国の 2030年目標
を足し合わせても，1.5 ℃目標の削減経路か
ら大きく乖離しており，世界全体の排出量は
なお増加している．AR6WG1 は 1.5 ℃に抑
えるための残余のカーボンバジェットが急速
に減少していることを警告した．国際社会
は COVID-19 の世界流行下の 2021年 11月，
COP26 でその危機感を共有し，1.5 ℃を目指
す決意を確認するとともに，2030年までに
世界の排出量を半減させる必要があること，
そのために，まず石炭火力の削減を加速させ
ることの確認などを含む「グラスゴー気候合
意」が採択された．

COP27（シャルム・エル・シェイク，2022年）
では長年の懸案であった「損失と損害」に対
する基金の創設が合意された．しかし，それ
だけ気候変動の影響が深刻となり，被害を直
視せざるを得なくなったことの反映であり，
排出削減を加速させる必要性を示すものでも
あるが，化石燃料業界の抵抗も強まっている．
COP27 では前年のグラスゴー気候合意を確
認し，石炭の段階的削減に加え，再生可能エ
ネルギー導入の加速が追加されたが，脱炭素
へのつなぎのエネルギーとされている天然ガ
スに道を開いた．

2020年 2月来のロシアのウクライナ侵攻
は世界のエネルギー価格と食糧の高騰をも
たらした．直面する冬期の暖房対応とは別
に，エネルギー安全保障のためにもロシアへ
の化石燃料依存からの脱却が急がれること
になり，欧州諸国は再エネの導入目標を引
き上げ，転換を加速させている．IEA によれ
ば 2022年の再エネの新規導入量は 300 GW

を超え，過去最大となり，2025年には石炭
を抜き，最大の電源となると予測している 5）．
EU は 2023年 12月に国境炭素調整 6）を導入
し，同年 10月から CO2排出量の報告義務が
実施される．世界は経済合理性に裏付けられ

たエネルギー源の脱炭素に向けて確実に動き
出している．
こうして振り返ると，国際社会は市民やビ

ジネス，自治体などにも開かれた国連会議を
ベースとして，気候の危機回避のために粘り
強く地球規模での CO2排出削減目標の合意
とその強化に向けて努力してきたとはいえる．
パリ協定は会議場総立ちで歓迎されたが，削
減目標の設定もその実施も各国の政治的努力
に依存しており，交渉や約束の実施の進捗は
遅れがちであり，こうした政治交渉によって
科学が求める時間枠と水準での排出削減を実
行していくことへの懸念も高まっている．

3　危険な気候変動の影響と人権

（1）国連人権理事会で相次ぎ決議
現実の気候変動による被害が個人の生命・
健康に直接及ぶものとなるにつれて，国連人
権高等弁務官は早くから，地球温暖化によ
る危険な気候変動は小島しょ国や南の貧しい
国々，子どもたちの人権を脅かしていること
を指摘してきた．2021年 10月の国連人権理
事会で「安全で清浄で健康的かつ持続的な環
境への権利」の決議が採択された．気候変動
などの環境被害で特に脆弱な立場にある人々
が厳しい状況にあることを認識し，情報への
アクセスや政策決定への参加，効果的な司法
へのアクセスや救済措置への支援が重要であ
り，政府には環境対策を通じて人権を尊重，
保護，促進する義務があると述べている．日
本はこの決議の採択を棄権して批判された．

2022年 7月の人権理事会では，気候変動
の悪影響への対処の緊急重要性と条約の枠組
みの下で人権の観点からの検討を要請し，損
失と損害の最小化への議論を要請した．同月
の国連総会でも「清浄で健康的かつ持続可能
な環境を普遍的な人権とする決議」が採択さ
れた 7）．政治文書の域を超えないが，人権理
事会から気候変動条約交渉会議に対して人権
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の視点からの要請を強めている．
（2）司法における気候変動訴訟の課題
人権が脅かされているとき，その救済は司
法の役割である．国際交渉が一進一退のな
か，2010年代から気候変動訴訟 8）と呼ばれ
る訴訟が多くの国で提起されてきた．なかで
も，後述のオランダの NGO と住民が国の削
減目標の引上げを求めた訴訟（2015年 6月
にハーグ地裁判決，2018年にハーグ高裁判決，
2019年に最高裁判決）が特記される．
国際条約交渉と裁判所での司法手続きとの
違いは，前者は締約国間の政治合意であり，
国政でいえば，COP はいわば立法府である．
しかも，気候変動に係る国連合意文書の採択
は締約国（パリ協定の締約国は 197 ヵ国と
地域）のコンセンサスを要するため，最終合
意では妥協を余儀なくされる．他方，裁判所
は，裁判官が法と証拠に基づいて，申立者の
権利侵害を判断し，被害を救済する場である
が，特有の制度的な制約がある．行政訴訟で
は原告適格が限定され，行政庁の処分行為の
存在が前提であり，訴えの類型も限定される．
気候訴訟における最初の関門は，申立人の
被害とは何か，いかなる権利侵害か，法的保
護に値するのかなど，訴訟要件もしくは原告
適格と言われる論点である．これまで人類の
経験してこなかった地球温暖化がもたらす気
候変動の被害から国民を保護することを正面
から規定した法律は欧米にもないため（ラ
テンアメリカの憲法はこの点で優れている），
法解釈で拡大されてきた．
公害被害では有害物質の排出源との場所
的・時間的近接性に特徴があるが，温室効果
ガスは地球全体に広がり，その影響も地球上
の多数に及ぶ．地球温暖化をもたらす世界全
体の排出量（近時の世界の CO2排出量は年
間約 400億トン）に比すれば，多くの国や
大規模排出事業者の排出量は「大海の一滴」
にも例えられる．

このように，個別排出減からの排出と個人
の気候災害との因果関係は遠く，複雑に見え
るが，アトリビューション解析によって個別
の熱波や豪雨といった極端な気象現象が温暖
化がなければ起こりえないことが証明される
など，科学は排出量の累積量と気候変動の影
響との因果関係を明らかにしてきている．
また，一国，一企業だけで気候変動問題を
解決できないといった反論など，誰も責任を
負わないことになる主張もなされ，国や大規
模排出事業者の排出削減義務の根拠は何かが，
多くの訴訟で争われてきた．今も，被告らは，
危険な気候変動の影響を受けない権利や，清
浄で安全で安定した気候を求める個人の権利
は存在せず，それは一般公益に係る政策上で
解決されるべき問題であるとか，三権分立の
もとで，司法は広い裁量権をもつ行政や立法
府への謙譲が求められると争っている．これ
らはどの国でも高いハードルであったが，気
候変動による生命健康への影響がまさに個々
人の現実の被害となるまで座して待つわけに
はいかない．裁判所で気候変動に係る被害が
切迫した人権に係る問題であるとの認識が広
がり，この壁を乗り越える原動力となってき
た．しかし，日本では，行政訴訟における市
民の原告適格さえも認められず，世界で最も
これらの壁の高い国である．

（3）気候変動の被害は人権侵害であり，国の
保護義務を認めたオランダ最高裁判決

オランダの NGO である Urgenda財団と
886人の市民らが 2013年に，オランダ政府
を相手に国の 2020年の削減目標を 1990年比
20%から同 25%に引き上げるよう求めて民
事訴訟を提起した．最高裁判所は 2019年 12
月 20日，地球温暖化による危険な気候変動
は国民の生命，健康への現実の切迫した脅威
であり，切迫性とは時間の長短ではなく，そ
の確実性のことをいい，こうした危険から国
民を守るのは国の責任として，オランダ国
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に 1990年比 25%削減を命じたハーグ地裁，
ハーグ高裁の判断を支持する判決を下した 9）．
2 ℃目標の実現のための残余のカーボンバ
ジェットが減少しており，1990年比 25%削
減は科学に基づく国際社会のコンセンサスで
あり，不法行為法における「不文の善管注意
義務（Unwritten duty of care）」を根拠に国の
負うべき応分の負担としたものである．
オランダ政府は，オランダの排出量は世界

の 0.5%に過ぎないとか，気候変動対応は政
治の領域の問題などとも主張したが，いずれ
も，人権侵害の観点から排斥された．
パリ協定採択前の 2015年 6月のハーグ地

裁判決で既に，この判断が示されていたこ
とは，日本の現状に照らせば驚きでもある．
一連の訴訟経過のなかで，オランダ政府は
2017年にオランダ国の 2030年削減目標を
1990年比 49%削減に引き上げ，2018年に
気候変動法を制定し，この目標も法定目標と
なったが，最高裁は温度目標と残余のカーボ
ンバジェットの関係から 2020年削減目標の
重要性を指摘して，成果がなかった COP25
閉幕直後の 2019年 12月 19日，この判決を
発した．最高裁のホームページには裁判所に
よる判決の英訳も掲載されている．オランダ
最高裁の同判決に対する自負の程が覗える．

（4）世界の司法に影響を与えたオランダ判決
アイルランド市民らが同国の削減計画に短
期目標が欠けており不十分と訴えた訴訟で，
一審裁判所は 2019年 9月に，現計画は行政
の裁量の範囲内として請求を棄却していたが，
控訴後にオランダ最高裁判決があり，原告ら
は緊急の対応が必要と上告した．2020年 2
月にアイルランド最高裁はこの申立を受理し，
対策計画は 2050年までの全期間において具
体的でなければならないとして，判決で政府
の計画を破棄し，やり直しを命じた．フラン
スでも，国務院（行政裁判所）が 2021年 7月，
気候変動の影響に脆弱な北部地方自治体の訴

えを認め，政府に 2022年 3月までに対策の
強化を命じた．

2015年のハーグ地裁判決の前後で，米国，
ニュージーランド，スイス，ベルギー，パキ
スタンなど多くの国で同様の排出削減の枠組
みに係る訴訟が提起され，パキスタン，ベル
ギーでも国の対応の違法性が認められている．
これらの訴訟は民事訴訟として提起され，
裁判所は気候変動の影響は人の生命，健康，
財産への深刻な被害であり，人権を侵害する
もので，国はその拡大防止のための措置をと
るべき法的義務があるのにこれを怠ったとし
て，不法行為責任を認めた点で画期的である．
オランダなど EU における判決では，EU

加盟国に人権侵害から国民を護る措置をとる
べき義務を明記した EU人権条約 10）も力強
い根拠となったが，この考え方は日本でも人
格権侵害の法理などとして認められている，
世界に普遍的な考え方であり，世界で採用さ
れることになったものである．
さらに，後述のドイツ憲法裁判所決定

（2021年 3月）は，「人権」の内容について，
生命・健康や家庭生活における基本権から自
由権に拡大し，新たな地平を開いた．残念な
がら，米国と日本はこうした世界の司法の流
れの外にある．米国でも 2016年に，オレゴ
ン連邦地裁のアイケン裁判官は「結婚が家族
の基盤であるように，安定した気候システム
は社会の文字通り，それなくしては文明も進
歩もない，基盤をなすもの」と述べて証拠調
べに入ることを決定したが，トランプ政権の
もとでの最高裁人事の影響を受け，取り消さ
れた．しかし，その後，州裁判所で多くの訴
訟が提起され，2023年 3月 13日にハワイ州
最高裁は，「人為的な温暖化は他に類をみない，
自然と人間社会によってこれまで経験した唯
一最大の脅威」であるとし，バイオマス発電
の PPA を承認しなかった政府の決定を支持
した．
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（5）シェルグループに排出削減義務
2021年 5月にハーグ地方裁判所は，NGO

らが世界的石油メジャーであるシェルグルー
プに 1.5 ℃目標の実現に向けて 2030年に
2010年比で 45%削減を求めた訴訟で，オラ
ンダ最高裁判決や国連ビジネスと人権指導原
則 11）などを踏まえ，危険な気候変動を回避す
るための世界のコンセンサスの水準での排出
削減は，今日の企業の順守すべき注意義務の
水準と認め，2019年比 45%削減を命じた 12）．
オランダ政府に削減目標の引き上げを命じた
Urgenda訴訟における最高裁判決を基礎とし
て，国際社会のコンセンサスとなっている排
出削減の水準は大規模排出事業者にも当ては
まるとしたものである．
さらに，同判決は，シェルグループの排出
削減の対象について，グループ内における直
接消費する燃料（スコープ 1）と電力（スコー
プ 2）についてだけでなく，その上流及び下
流（いわゆるスコープ 3）における CO2排出
についても削減の努力を命じた点で，今後の
大規模排出事業者の削減対象を示すものとし
て画期的ととらえられている．この訴訟や
Urgenda訴訟を主導したロジャー・コックス
弁護士は TIME社の 2021年の「世界に最も
影響を与えた 100人」に選ばれた．

（6）世代間の公平に踏み込んだドイツ憲法裁
判所

2021年 3月にドイツの連邦憲法裁判所は，
気候変動法の削減目標は，パリ協定の温度目
標に対する残余のカーボンバジェットに照ら
して十分でないとする原告ら若者の請求を認
めた．ドイツは連邦気候変動法で 2030年ま
でに 1990年比 55%削減，2050年にネット
ゼロと定め，2030年までのセクター毎の毎
年の排出量も定められていた（日本の 2030
年目標は 2013年比 46%減であり，法定され
ていない）．ドイツ憲法裁判所は連邦政府に，
国民の健康および財産に対する基本権を保護

すべき積極的義務（オランダ最高裁判決が認
めたもの）と，将来の自由の制限を防止すべ
き消極的義務があるとし，ドイツ気候変動法
に定める目標は一定の対策をとったものとし
て前者に違反するとまでは言えないとしたが，
後者の将来の自由権を制限する点は憲法異議
訴訟の根拠となると認めた 13）．

IPCC による気温上昇をパリ協定の目標
（1.75 ℃と想定）に抑えるための世界の残余
のカーボンバジェットからドイツのカーボン
バジェットを人口比によって算出すると 67
億トンとなり，現行気候変動法の規定では
2030年までにこのドイツの残余のカーボン
バジェットがほぼ使い果たされ，その後には
10億トンも残されず，原告ら若い世代は急
激な削減を余儀なくされることになり，行動
の自由が制限されるとした．今日の温室効果
ガスの排出が将来の自由権に対する侵害とな
るという先行効果論（advance effect）を発展
させて，基本権保護義務違反に当たると認め
たのである．
また，世界の大多数に被害が及ぶことは，
原告らが個別に被害を受けることを排除する
ものではないとして原告適格を認めた．気
候変動の人権侵害性に照らせば当然である．
同決定を受けてドイツ政府と議会は 6月に，
2030年の削減目標を 1990年比 65%削減に
引き上げ，同 88%減の 2040年目標を追加し，
ネットゼロを 2045年に前倒しする法改正を
行った．ドイツでも司法は気候保護に確かな
影響をもたらした．さらに，ロシアのウクラ
イナ侵攻後に，再生可能エネルギ－の導入目
標も大幅に引き上げられた．

（7）日本の裁判所の対応
先進国で現在も石炭火力発電を新設してい

る国は日本だけである．日本の司法制度の問
題でもあるが，日本で気候訴訟に位置付けら
れる訴訟は，石炭火力発電所の新設に関して
のみである．
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2017年に仙台の石炭火力発電所（11.2万
kW）建設差止め訴訟が提起されたが，裁判
所は CO2 を訴訟の論点として取り上げるこ
ともしなかった（2021年 4月仙台高裁で原
告敗訴）．

2018年に神戸製鋼所の新 1，2号機（130
万 kW）の建設差止めを求める民事訴訟と電
気事業法 46条の 16 による環境影響評価の
確定通知の取消しを求める行政訴訟，JERA

による横須賀石炭火力発電所（140万 kW）
に対する同行政訴訟が提起された．神戸製鋼
所石炭火力についての行政訴訟は大阪地方裁
判所判決（2021年 2月）及び大阪高等裁判
所の判決（2022年 4月）が出され，最高裁
が上告を棄却（2023年 3月）し，原告敗訴
が確定している．大阪地裁，大阪高裁ともに，
被害が地球規模に及ぶ問題で，原告らの CO2

排出に係る被害を受けない利益を根拠づける
法はなく，政策によって対応されるべき問題
として訴えを却下した．これらの判決では「残
余のカーボンバジェット」についての言及も
ない．前述のドイツの憲法裁判所決定と対比
される．
また，横須賀石炭火力の行政訴訟および神
戸製鋼事案の民事訴訟では，それぞれ東京地
方裁判所が 2023年 1月，神戸地方裁判所が
2023年 3月，住民ら原告の訴えを退けた．

4　公正な移行と労働者の保護

1.5 ℃目標，2050年 CO2排出ネットゼロ
を実現していくことは，火力発電所を廃止し，
再エネに転換することのみならず，高炉製鉄
所など CO2排出の多い産業から低炭素産業
へと移行することでもある．産業構造の転換
には雇用の移動を伴い，高排出型産業に依存
してきた地域社会にとっても試練となる．労
働者への職業訓練の機会や新たな雇用の確
保，化石燃料関連産業に依拠してきた地域に
おける新たな産業の創出などが公正かつ円

滑に行われる必要がある．この取組を，Just 
Transition（公正な移行）と称している．

ILO は，①適切なステークホルダーとの協
議，②職場での権利の強化と促進，③ジェン
ダー平等，④適切な経済，環境，教育，労働
及び社会政策による移行の推進，⑤雇用創出
を促進するために，関連するすべての政策へ
の公正な移行の枠組みを適用，⑥各国や各地
域に固有の状況に合わせて公正な移行政策の
調整，⑦持続可能な開発戦略の実施における
各国間の国際協調の推進の 7 つの原則を掲げ
ている 14）．
締約国会議 COP において気候変動対応に
係る「公正な移行」が主要テーマとして取り
上げられたのは，産炭国で石炭火力も多く，
関連労働者も多いポーランドのカトヴィッ
ツェで開催された COP24（2018年）であり，
「連帯と公正な移行シレジア宣言」が採択さ
れた．カトヴィッツェもかつて石炭で栄えた
都市の一つであったが，今は IT産業の都市
に変わりつつある．
職場を失う労働者には働き甲斐のある質の
高い仕事と職業訓練の提供などを提供するこ
とが不可欠である．世界では，再生可能エネ
ルギーやゼロエネルギー建物（ZEB/ZEH）
などの省エネに関連する新たな産業が生まれ，
多数の雇用を生み出している．

おわりに

岸田首相は 2022年 8月に，これまでのエ
ネルギー政策の遅滞を率直に総括し，脱炭素
に向けた政策対応に政治決断をするとしてグ
リーントランスフォーメーション（GX）実
行会議を立ち上げ，2022年 12月 22日，今
後 10年間に 150兆円の投資を予定し，民間
資金の呼び水として，当初，国債 20億円を
あてるとする GX実現に向けた基本方針と分
野別支援・制度一体型のロードマップを決定
し，法制度化に踏み出した 15）．その最重点
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は原子力発電所の稼働期間の 60年超への延
長と新増設及び石炭火力へのアンモニア混焼
への改修や天然ガス火力の建設を長期脱炭素
電源として支援し，電力会社に 20年間の利
益保証をすることや，火力発電所に設置する
CCS（CO2回収・貯蔵）への今後 10年以上
に及ぶ財政支援などである．利害関係者中心
の審議会で事務局主導のもとで短期間に決定
され，国民的な議論も理解を求めることもな
かった．2022年末にパブリックコメントに
付されたが，2023年に実施予定であり，形
だけと評されても仕方がない．
そもそも，この中身は 2020年 12月の経

済産業省の長期戦略で暫定値として示され
た 2050年の電源構成の暫定値（再生可能エ
ネルギー目標を 50 ～ 60%に止め，その余り
を水素・アンモニア混焼・専焼と CCS によ
る火力のゼロエミッション化及び原子力によ
る）を実現しようとするものである．原子力
の再稼働の加速，稼働期間の延長，新設方針
も，その電源構成目標を可能にするための政
策変更である．しかし，これらの技術は CO2

排出削減にならず，開発途上の技術であっ
て 2030年には間に合わず，高コストで経済
合理性もない 16）．また，「成長志向型カーボ
ンプライシング」は，低率の炭素賦課金の導
入を 2028年以降に，排出量取引における電
力の排出枠の有償化を 2033年に先送りした
もので，つまるところ，火力と原子力依存を
継続するための支援・制度を固めたに過ぎな
い．その結果，日本の経済成長を阻害し，エ
ネルギー・経済政策の遅れを加速させること
になるだろう．日本に欠けているのは気候科
学の十分な理解と世界情勢の適切な認識，何
よりも 1.5 ℃を目指す決意であり，そのため
の 2030年削減目標の引上げと実効性のある
政策措置の早期導入である．司法の役割も改

めて問われている．
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